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要旨 
 
本研究では、不動産取引時に⽔害ハザードマップにおける取引対象物件の所在地について
重要事項説明として説明することが宅地建物取引業者に対して義務付けられる前後におい
て、地価への影響度合いがどのように変化するかを検証する。不動産取引時に、宅地建物取
引業者から詳しい⽔害リスク情報が与えられることで、リスクの⾼さに応じて地価への影
響度合いがどのように変化するかを調べることが⽬的である。 
 
推計⽅法としては、被説明変数を地価公⽰と都道府県地価調査の共通地点(1,496 地点)の対
前半期変動率とし、2017 年７⽉１⽇時点から 2022 年 1 ⽉ 1 ⽇現在の 10 期分のパネルデー
タを使⽤する。説明変数はハザードマップの想定浸⽔深または⼟砂災害警戒区域内外の情
報からダミー変数を作成し、宅地建物取引業者に対してハザードマップの説明が義務付け
られたことを「介⼊」として、差の差推定（DD 推定および三重差分推定（DDD 推定））を
⾏う。 
 
本研究で得られた新しい知⾒は、⽔害ハザードマップによる⽔害情報を宅地建物取引業者
が消費者に提供することを義務づけることによって、住宅地、商業地ともに浸⽔深 3ｍ以上
の地点において、負の影響度合いが有意に強くなったことが確かめられたことである。先⾏
研究では住宅地おける⽔害ハザードマップの公表の効果が認められなかったものの、本研
究ではその効果が認められた。 
 
⽔害ハザードマップの公表だけでは、消費者にそのリスク情報が⼗分に伝わらず、宅地建物
取引業者に消費者へ提供することを義務付けることでリスク情報が⼗分に伝わったといえ
る。したがって、⾏政による国⺠への情報提供の⽅法は、そのリスクの程度に応じて情報伝
達の強度を⾼めることが必要である。 
 
このように、宅地建物取引業者による消費者への情報の提供が義務付けられてから、消費者
の⽔害情報への反応が浸⽔深や建物構造に応じて変化することは、⾏政の制度や開発業者
の開発⽅針に⼤きな影響を与えるであろう。 
 
Keywords：ハザードマップ、重要事項説明、差の差推定、住宅地・商業地、容積率 
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はじめに 

 

 実際に起きた大きな災害が不動産価格に負の影響を及ぼすことを検証した研究は数多い

が、災害リスク情報を消費者に与えることで不動産価格に影響を及ぼすかを調査した研究

の蓄積は日本においては多いとは言えない。災害リスク情報を的確に消費者に提供するこ

とで、不動産価格に十分に反映され、取引されることができれば、実際に災害が起きたとき

の消費者の経済的な被害は軽減されるであろう。したがって、災害リスク情報の提供が不動

産価格へ影響することを検証し、さらに災害情報の的確な提供方法が発展することは、経済

の福利厚生を考えると非常に重要なことである。 

 本研究では、不動産取引時に水害ハザードマップにおける取引対象物件の所在地につい

て説明することが宅地建物取引業者に対して義務付けられる前後において、地価への影響

度合いがどのように変化するかを検証する。不動産取引時に、宅地建物取引業者から詳しい

水害リスク情報が与えられることで、リスクの高さに応じて地価への影響度合いがどのよ

うに変化するかを調べることが目的である。 

 この研究から得られる知見は、政策のエビデンスの提供になるとともに、開発業者や不動

産鑑定士への水害リスク情報に対する捉え方への変化を促すことが期待される。 

 

第１章 先行研究の系譜と本研究の位置づけ 

１．１ 先行研究の系譜 

先行研究は大きな災害後に不動産価格が下落を示している。染岡・有村（2021）は、広島

市の実際に起きた土砂災害と、津波の想定浸水深の公表によって地価への影響の違いがあ

ることをヘドニックアプローチ及び差の差推定（DD 推定）を用いた実証分析により検証し

ている。田島・井上（2016）は、浦安市の東日本大震災の液状化の中古集合住宅取引価格へ

の影響があることを時期ダミー変数を用いた重回帰分析により検証している。災害リスク

が直接的に自らの生命に危険が及ぶものであることを認知することは、不動産の価格への

影響を及ぼすということを示唆している。 

岩橋、平松、塚井、奥村（2006）は、水害経験回数よりも浸水深の方が、地価、土地利用

に与える影響が大きい結果としている。また、床上浸水と床下浸水との被害金額の違いが見

いだされ、新築時に土盛りなどの対策が必要となりそのコストが浸水深の影響を強く受け

るから生じているとしている。 

井上・大津・井内（2018）は、2012 年 10 月にハリケーン・サンディによって甚大な被害

を受けたニューヨーク州・クイーンズ区のロックアウェイ半島で、2003 年から 2015 年まで

に行われた住宅取引の価格を用いて、ヘドニック分析、差の差推定により推計を行った。そ

の結果、住宅取引価格の下落幅は、浸水の有無ではなく、浸水深との相関を有することが確

認された。浸水深が浅い物件では、推定される取引下落額と物的被害額の推定額が同水準で

あることが確認された。一方、深い浸水が起こった物件では、住宅取引価格下落が予測被害
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額に対して大きい様子が観察された。 

Aiba and Hasegawa(2025)では、2019 年に首都圏を直撃した台風 19 号による水害が不動

産市場に与えた影響を分析している。この研究では、不動産流通機構の運営する REINS に登

録されたマンションおよび戸建住宅の売買成約データを用いて、売り手が当初提示した価

格と最終的な成約価格により値下げ率を算出して被説明変数とし、差の差推定により推計

を行った。マンションの取引に着目すると、価格に対する負の効果は上層階において統計的

に有意である一方、下層階では有意な結果は見られていない。これは、電源設備への被害に

よる停電・断水リスクが上層階の物件の取引価格に影響を与えたと考察している。戸建住宅

に対する負の効果は、マンションに対する効果よりも深刻であり、効果が現出するまでの時

間もマンションに比べて遅いことが分かったとしている。 

 

次に、水害リスク情報が不動産価格に影響を与えることを検証している先行研究をみる。

小出他(2022)は、日本の水害統計、ハザードマップ、公示地価を用いて、水害についてのリ

スク認識の変化が地価に及ぼす影響を、ヘドニックアプローチとローカル・プロジェクショ

ンの手法を用いて、実証的に計測している。ベースラインモデルとして、価格水準の自然対

数を被説明変数としてヘドニックアプローチによって 2020 年のデータで推計している。そ

の結果、１ｍの想定浸水深につき、住宅地の価格は▲1.1％、商業地の価格は▲4.7％となり、

土砂災害リスクも、土砂災害警戒区域等の内外を比較すると住宅地の価格は▲11.9％、商業

地の価格は▲18.9％となった。なお、この価格下落率は、ハザードマップ公表以前から地価

が低い土地があることから、ハザードマップの公表による直接的な下落ではないことに留

意する必要がある。 

 さらに、客観的な洪水リスクの上昇に対する、ローカル・プロジェクションを用いて客観

的な水害リスクの上昇に対する、住宅地、商業地のインパルス応答関数を見ている。その結

果、住宅地については 1 年～6 年の全てについて有意な影響が見られないが、商業地につい

ては、洪水リスクについての情報の更新直後から 6 年後まで継続的に有意に地価を低下さ

せ、6 年後までに累積で▲2.6％低下する。土砂災害リスクの「上昇」に対する反応を見る

と、住宅地で地価が 3年後までに累積で▲2.3％、商業地では 6 年後までに累積で▲14％低

下する2。 

 
2 ⼩出他(2022)におけるローカル・プロジェクションの推計に⽤いる洪⽔リスクの「変化」とは、主として、
2001 年以降、洪⽔想定区域がない地域が洪⽔想定区域に指定され、その結果として想定浸⽔深が新規に設
定されたということと、2015 年以降、基準となる降⾬量が最⼤規模の降⾬量に代わったことによる想定浸
⽔深の変化を捉えている。 

⼟砂災害リスクの「変化」とは、それまで「⼟砂災害危険個所」「⼟砂災害警戒区域」に指定されていな
かった地点が新たに指定されるケースを捉えている。 
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森他（2016）は、居住者のリスク認知と、地価、土地そのものの持っているリスクを「地

先の安全度マップ」に置き換えて、両者の関係性を確認した。その結果、浸水可能性がある

地域にもかかわらず地価が上昇している地点が数多く確認された。換言すると、居住者が認

知している水害リスクと土地そのものの持っているリスクには齟齬がある可能性が示唆さ

れた。さらに、重回帰分析の推計を行った結果、「地先の安全度マップ」の公表後 2 年間で

は、浸水深と地価との関係は有意な結果が得られていない。つまり、洪水リスク情報を公表

するだけでは住宅地の地価の変動に影響を与えないということが示唆されている。 

災害リスク情報が地域間人口移動に与える影響を検証したものであるが、Naoi et al. 

(2020)は、市町村単位で集計した想定津波高の引き上げ幅の差異が沿岸自治体や内陸自治

体の社会増減率等に影響を与えることを検証している。 

 

海外の研究を見ると、Hino and Burke(2020)は、浸水想定区域内に立地することで、パネ

ル推定で－2.1％、DD で－1.4％、クロスセクション推定で＋1.7％となると推計している。 

また、浸水想定区域の開示に厳しい州では、浸水想定区域内の推定割引率は－4.1％で国全

体の－2.1％よりも小さいと推計している。一方、ビジネス目的で浸水想定区域の家を購入

する場合に、価格は－6.9％。効率的な浸水想定区域内の割引率の測定値の５％よりも小さ

いことが推計されている。非ビジネス目的の買い手は－1.8％と推計されている。 

Hino and Burke(2020)は、時間軸を入れた推計方法かどうかで、浸水想定区域内に立地す

ることによる影響度合いの推計結果が異なることを示唆している。また、浸水想定区域の開

示が厳しいかどうか、つまり、災害情報の受け手がより災害情報を受け取ることができるほ

ど価格への負の影響が大きくなること、リスク情報の受け手に応じて感応度が異なる場合

に価格への影響度合いが異なってくることを示唆している。 

Samarasinghe and Sharp(2010)は、ニュージーランドにおいて洪水マップの発表後に氾

濫原の財産価値が下落したことを示した。 

Muller and Hopkins(2019)は、他地域の大きな災害に関する情報が財産価値を下落させ

ることを示した。 

 

以上を見ると、実際に大きな水害が起きた後に不動産価格に影響があること、特に浸水深

と不動産価格との関係性が強いことは、日本及び海外の先行研究において明らかになって

いるが、災害リスク情報が不動産価格に影響を与えるかどうかは、土砂災害警戒区域は影響

を与えるが、洪水想定区域は住宅地に影響を与えていないなど、日本において洪水想定区域

と不動産価格との関係性が明らかになっていない。 

 

１．２ 本研究の位置づけ 

 先行研究から得られた知見では、情報の受け手の感応度に応じて、不動産価格への影響度
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合いが異なることが示されている。水害リスク情報の公表だけでは、地価の変動に影響を与

えないという可能性もある一方で、大きな災害後には地価の下落があることが示されてい

る。つまり、水害リスクの情報が情報の受け手にある程度のインパクトを与えなければ不動

産価格には影響を与えない可能性がある。情報の受け手の感応度によっても不動産価格へ

の影響は異なることを先行研究は示している。また、先行研究においては、洪水ハザードマ

ップの公表等による客観的な洪水リスクの上昇に対して、商業地については有意な影響が

見られても、住宅地については有意な影響が見られていない。 

 2020 年８月２８日から、不動産取引時に水害ハザードマップにおける取引対象物件の所

在地について重要事項説明事項として説明することが宅地建物取引業者に対して義務付け

られた。重要事項説明に関して、宅地建物取引業者が行う手続きは、取引不動産に関し、①

市町村が提供する、かつ②水防法に基づく、かつ③洪水・雨水出水（内水）・高潮の水害ハ

ザードマップが提供されているかどうかを調査し、当該マップの提供があればそれを入手

し、消費者に対して当該マップの提供とマップにおける取引不動産の位置を表示しなけれ

ばならない。また、水害ハザードマップには、洪水浸水想定区域内において最大洪水規模を

想定した浸水深が表示されている。したがって、2020 年の 8 月 28 日以降の宅地建物取引業

者に対する義務付けによって、不動産取引を行う者は、水害ハザードマップ上のリスクをそ

れ以前よりもより直接的に把握できることになった。 

 本研究では、2020 年８月 28 日前後において、不動産取引を行う者が水害リスク情報をよ

り直接的に受けとることとなり、水害リスクの強い不動産の価格ほど負の影響度合いがよ

り明確に生じることを予想する。つまり、水害ハザードマップの浸水深や建物構造に応じて、

住宅地や商業地において地価への負の影響度合いが変化するかを調べることが目的である。 

  

 

第２章 実証分析 

２．１ 仮説の設定 

 水害ハザードマップの公表が地価に与える影響は、日本の先行研究では住宅地において

確かめられていない。一方、アメリカの先行研究では、浸水想定区域の開示の厳しさに応じ

て地価への影響が異なることが確かめられている。したがって、不動産取引時に水害ハザー

ドマップにおける取引対象物件の所在地の説明が宅地建物取引業者に義務付けられたこと

は、住宅地においても地価に対して影響を与える可能性がある。また、先行研究では、浸水

想定区域内全体を対象として推計しているが、浸水深が深いハザードカテゴリー内に限っ

た場合には、影響を確かめられる可能性がある。以上の考えから、次の仮説１を設定する。 

 

（仮説１）義務化後に浸水想定区域内における地点の価格変動率は、いずれかの浸水深にお

いて負の度合いが大きくなる。 
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次に、小出他(2022)では、土砂災害リスクの上昇により商業地・住宅地の地価に対してそ

れぞれ負の影響が出ている。土砂災害リスクは、2001 年の制度創設時から宅地建物取引業

法の重要事項説明事項になっており、2001 年以降の土砂災害リスクの上昇が不動産の価格

に負の影響を与えたことが小出他(2022)により示されている。しかし、2020 年 8 月 28 日前

後では、制度創設から 20 年以上が経ており土砂災害リスクの上昇はほとんどないことが想

定され、土砂災害警戒区域内に所在するかどうかで不動産に与える負の影響度合いは変化

しないことが予想される。このような考えから、次の仮説２を設定した。 

 

（仮説２）2020 年 8 月２８日前後で、土砂災害警戒区域内の地点か区域外の地点かによっ

て、価格変動率は負の影響度合いが変化しない。 

 

 先行研究では、浸水によるマンションの地階の電気室への被害からマンション上層階の

値下げ率が大きくなったことから、浸水深が浅いハザードカテゴリーでもマンションの場

合に負の影響度合いが大きくなるとしている。一方、業務用建物の調査結果は先行研究では

明らかになっていない。 

 

（仮説３）容積率が高い建物における地点では、浸水深が浅くても義務化後に地価変動率の

負の度合いが大きくなる。 

 

２．２ データ 

 被説明変数は、地価公示と都道府県地価調査の共通地点(1,496 地点)の対前半期変動率と

し、2017 年７月１日時点から 2022 年 1 月 1 日現在の 10 期分のパネルデータとする。各期

分の対前半期変動率の平均値を全用途、住宅地、商業地別に算出したものが付図１である。

2020 年 7 月 1 日時点で、対前半期変動率がマイナスに転じているのは、新型コロナウイル

ス感染症が流行し、第 1回緊急事態宣言が発出されたためである。不動産取引時に水害ハザ

ードマップにおける取引対象物件の所在地について重要事項説明事項として説明すること

が宅地建物取引業者に対して義務付けられたのは 2020 年 8 月 28 日以降であり、その規制

により地価に影響を与えるのは 2021 年 1 月 1 日時点以降の公示価格である。新型コロナウ

イルス感染症の流行により地価が大幅に下落した 2020 年 7 月 1 日時点とは半期分のずれが

あるものの時期が近い。したがって、新型コロナウイルス感染症の流行による地価への負の

影響をコントロールする必要がある。 

 このため、コントロール変数には、市町村人口の自然対数に加えて、新型コロナウイルス

感染症の流行による影響をコントロールするために、新型コロナウイルス感染症の流行に

よる地価に影響を及ぼすコントロール変数を用いる3。その変数は、各地点が所在する都道

 
3 新型コロナウイルス感染症の流⾏期に地価への影響を及ぼす要因は上野（2023）を参照のこと。 
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府県における新型コロナウイルス感染症による 10 万人当たりの死亡者数、緊急事態宣言を

含む半期か含まないかのダミー変数、容積率（％）である。 

水害ハザードマップの洪水浸水想定区域においては、0ｍ超 0.5ｍ未満：1 階床下浸水、

0.5ｍ以上 3ｍ未満：1 階床上～軒下浸水、3ｍ以上 5ｍ未満：2 階床上～軒下浸水、5ｍ以上

10ｍ未満：3階床上～４階軒下浸水、10ｍ以上 20ｍ未満、20ｍ以上に区分されてそれぞれの

地点の浸水深が示される。0.5ｍ未満は、1 階床下浸水の被害相当であり、0.5ｍ～3ｍ未満

は 1 階床上から 2 階軒下浸水相当であり、3ｍ以上は、2 階以上の床上浸水相当の被害とな

る。2 階建ての戸建て住宅であれば、2 階の軒下浸水であれば、2 階に避難していれば自ら

の身体は浸水しないということになり、浸水深が３ｍ以上か未満かでは水害リスクという

点では大きく異なることが推察される。 

この水害ハザードマップの分類を使って、浸水想定区域外（浸水深 0ｍ）の地点を Flood0、

浸水深 0ｍ超 0.5ｍ未満を Flood1、浸水深 0.5ｍ超 3ｍ未満を Flood2、浸水深 3ｍ以上を

Flood3 とする。水害の場合には、浸水想定区域内の地点で、浸水深 0ｍ超（Flood1、2，3）、

0.5ｍ以上（Flood2，3）、３ｍ以上の地点（Flood3）のそれぞれを処置群１とし，浸水想定

区域外の地点（Flood0）を対照群０として３通りのダミー変数（浸水深 0ｍ超ダミー、浸水

深 0.5ｍ以上ダミー、浸水深 3ｍ以上ダミー）を作る。 

土砂災害の場合には、土砂災害警戒区域外の地点を対照群、土砂災害警戒区域内の地点を

処置群とする。ダミー変数は、処置群を１、対照群０とする。 

 データの記述統計量は付表１－１に、水害又は土砂災害のダミー変数の地点数は付表１

－２、１－３のとおりである。 

 

２．３ 推計モデル 

  

モデル１は、差の差推定（DD 推定）を推計式１により行う。 

 

[推計式１] 

％△PRICEit = α＋β１TREi＋β２Aftert＋γ（TREi ×Aftert）＋σX it ＋Fi ＋λｔ ＋εit  

（１） 

 

i は、地価公示と都道府県地価調査の共通地点（1,496 地点）、ｔは 2017 年 7 月 1 日時点 

から 2022 年 1 月 1 日時点の 10 期分 

％△PRICEit は地価の対前半期変動率（％） 

TRE iは処置群に１、対照群に０をとるダミー変数である。 

Aftertは義務化後(2021.1.1)に１、実施前に０をとるダミー変数（処置後ダミー） 

γが平均処置効果 ATET であり、介入による効果を表す。 

X itはコントロール変数で、Popit （市区町村人口の自然対数、半期分はｔ期と t-1 期の
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単純平均で算出）、Coronait（t―１期から t 期までの i 地点が属する都道府県の 10 万人当

たり死亡者数）、Emergencydummyit （緊急事態宣言が含まれる半期のダミー変数で第 1 回緊

急事態宣言を含む半期を 2、第２、3 回緊急事態宣言を含む半期を 1、それ以外を０とする

ダミー変数）、FAR は容積率（％）とした。λｔは半期ダミー、εitは誤差を表す。 

 

パネルデータを用いて差の差推定（DD 推定）を行う。差の差推定は、介入された処置群

と介入されていない比較群が、介入がない場合にも時間とともに変化する傾向が同じであ

るという「平行トレンドの仮定」に基づいているため、平行トレンド検定を行う。平行トレ

ンド検定は、介入前に、コントロール群とトリートメント群の地価の対前期変動率が平行に

推移しているかどうかを検定するものであり、平行に推移しているという帰無仮説を検定

する。 

もう一つの検定であるグレンジャー因果性検定は、介入前の期間に、処置群と対照群の間

で先行的な差の動き（予見効果）がないかを検定するもので、予見効果がないという帰無仮

説を検定する。  

 

次に仮説３を調べるため、容積率 300％以上の地点を１、容積率 300％未満の地点を 0 と

する容積率ダミー（FARhigh it）を作って、TREit と Afterit との 3 重項を推計式２により

推計を行う。容積率 300％以上の建物は、概ね 5 階以上のマンションやオフィスビルの土地

であり、戸建住宅や店舗兼住宅などの低層の建物は除かれる。 

 

[推計式 2] 

％△PRICEit = α＋β１TREi＋β２Aftert ＋β３FARhigh i ＋β４TREi ×Aftert ＋β５TREi ×

FARhigh i＋β６ Aftert×FARhigh i ＋γ TREi ×Aftert×FARhigh i＋ σX it ＋

Fi +λｔ +εit    （２） 

γが平均処置効果 ATET であり、３重項の介入による効果を表す。 

 

 なお、三重項では、平行トレンド検定とグレンジャー因果性検定を行うことができない。 

 

２．４ 推定結果 

２．４．１ モデル１の推定結果 

表１は、モデル１の推定結果である。水害ハザードマップの場合において、水害ハザード 

が浸水深 3ｍ未満では住宅地、商業地ともに有意ではない。浸水深 3ｍ以上となると住宅地、

商業地ともに 10％水準で有意であり、符号も期待どおりマイナスである。浸水深 3ｍ以上の

住宅地は、平行トレンド検定において 10％水準で棄却されていないが、グレンジャー検定

において１％水準で棄却されていない。浸水深３ｍ以上の商業地は、平行トレンド検定は

10％水準で、グレンジャー検定は 5％水準で棄却されていない。 
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 したがって、仮説１は、浸水深 3ｍ以上のハザードカテゴリーで、義務化後に浸水想定区

域内における地点の価格変動率は、負の度合いが大きくなったことになる。 

 

土砂災害警戒区域においては、住宅地の場合に有意ではなく、商業地の場合に符号はプラ

スで、１％水準で有意である。住宅地、商業地ともに、平行検定では 10％水準で棄却され

ていないものの、グレンジャー検定では１％水準で棄却されている。 

 したがって、2020 年 8 月２８日前後で、土砂災害警戒区域内の地点か区域外の地点かに

よって、住宅地では価格変動率は負の影響度合いが変化していないが、商業地では負の影響

度合いが小さくなっている。先行研究において、大きな災害が他地域で起きた場合に、すで

に災害が起きていた地域の土地の価格が上昇することがわかっている。水害ハザードマッ

プの説明が義務化されたことで、土砂災害のマイナス幅が小さくなったことが一つの要因

であると考える。 

 
表１ モデル１の推定結果 

頁 付表 住・商 
浸水深・土砂災

害 
ATET 有意 

平行トレ

ンド検定 

グレンジ

ャー因果

性検定 

１５ 2-1 住宅地 >0m（区域内全体） -0.0280  〇 〇 

１６ 2-2 商業地 >0m（区域内全体） -0.1445  〇 × 

１５ 2-1 住宅地 ≧0.5m -0.026  〇 〇 

１６ 2-2 商業地 ≧0.5m -0.2098  〇 × 

１５ 2-1 住宅地 ≧3m -0.1300 ＊ 〇 〇 

１６ 2-2 商業地 ≧3m -0.5778 ＊ 〇 〇 

１７ 2-3 住宅地 土砂災害 0.0526  〇 × 

１７ 2-3 商業地 土砂災害 1.0097 ＊＊＊ 〇 × 

注１）＊＊＊は P<0.01、＊＊は P<0.05、＊は P<0.10 を表す。 
注２）〇＝1%有意⽔準で棄却されず、×＝1％有意⽔準で棄却、―＝検定不可を表す。 
 

２．４．２ モデル２の推定結果 

表２は、モデル２の推定結果である。容積率 300％以上のダミー変数との三重交差項の

ATET は、住宅地、商業地ともにすべて 10％水準で有意ではないものの、住宅地の場合には、

浸水深０ｍを超える地点では、表１の結果と比較してマイナス幅が 1桁大きくなっている。

対照的に商業地ではそのような変化は見られない。 

 したがって、仮説３のように、容積率の大きい建物の地点において浸水深が０ｍを超える

と、介入後に負の影響度合いが有意に大きくなったとはいえないが、その可能性はある。 
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表２ モデル２の推定結果 

頁 付表 住・商 浸水深 ATET 有意 

１７ 3-1 住宅地 >0m（区域内全体） -0.2820  

１７ 3-1 商業地 >0m（区域内全体） 0.0395  

１８ 3-2 住宅地 ≧0.5m -0.1260  

１８ 3-2 商業地 ≧0.5m 0.0169  

１９ 3-3 住宅地 ≧3m -0.5283  

１９ 3-3 商業地 ≧3m -0.3299  

注１）＊＊＊は P<0.01、＊＊は P<0.05、＊は P<0.10 を表す。 
 
第３章 考察 

 この章では、この研究で得られた知見及び今後の展開についてまとめる。 

 まず、不動産取引時に水害ハザードマップにおける取引対象物件の所在地について説明

することが宅地建物取引業者に対して義務付けられたことによって、浸水深３ｍ以上の水

害リスクのある地点において、住宅地、商業地ともに地価変動率の負の度合いが強くなった

ことが確かめられた。これは、不動産取引時に、宅地建物取引業者からリスク情報が与えら

れることにより、住宅地では身体に危険が及ぶリスクに対して、商業地では事業継続リスク

に対して消費者がより敏感に反応することが地価に影響を及ぼしたことを示している。 

 また、住宅地よりも商業地の地価の負への影響度合いは強い結果が得られているが、商業

地における地価は、不動産鑑定基準によれば収益還元法により算定されるため、商業地の賃

料がリスク情報を反映しやすいと考える。一方、住宅地の地価は、取引事例比較法により算

定されるため、同条件の取引を比較する場合において浸水深が同レベルの取引事例と比較

しているかどうかによって地価への反映度合いが違ってくる。さらに、住宅地の賃料は、借

地借家法の借家人への保護により家賃の粘着性があるため、リスク情報が家賃に反映され

にくいという特性がある。 

 容積率 300％以上の 10％水準で有意ではないものの、住宅地では、すべての容積率の場合

における DD 推定の結果と比較してマイナス幅が 1 桁大きくなっているのは、Aiba, I. and D. 

Hasegawa (2025)の結果と整合的である。これは、令和元年の台風 19 号による内水氾濫で、

高層マンションの地階にある電気室が浸水し、機能不全に陥ったことがあり、高層階の建物

の構造上、浸水深が浅くても浸水すれば建物全体の機能不全に陥るため、浸水想定区域内に

あることが分かった消費者の行動によって地価への負の影響度合いが強く出ていると解さ

れる。観測期間が短いため 10％水準で有意にならなかったものの、観測期間を延ばせば有

意になる可能性がある。商業地においてこの傾向が認められなかったのは、高層の業務用施

設は、テナントの事業継続性の観点から非常用発電機が備えられていることや、浸水対策が

充実していることなどが考えられる。 

 



10 

 以上のことから、戸建て住宅などの開発業者は、浸水深が３ｍ以上の地域における開発に

おいて、水害リスクを下げるよう開発を行うか、そもそも開発に慎重になるべきであろう。

都市計画法の開発許可制度の技術的助言4において、市街化調整区域において特例的に開発

等を認める区域、いわゆる条例区域から浸水想定区域を除外するにあたって勘案する想定

浸水深は、一般的な家庭の 2 階の床面が浸水するおそれがある水深 3.0ｍ以上の区域におい

て開発抑制することは本研究における消費者の反応とも一致している。 

 一方、高層の建物の場合には、浸水想定区域内にあるだけで地価への負の影響が出ている

ことを考えると、電気室が地階にある構造の場合には、浸水防止対策を講じられることが資

産価値の上昇につながる可能性が宅地建物取引業法の改正後に大きくなっていることに留

意すべきであろう。 

また、不動産鑑定士においても、住宅地において取引事例比較法を採用して地価を算定す

る場合には、同レベルの浸水深の地点を選択するように、これまで以上に慎重に取引事例を

選ぶべきであろう。 

  

 

第４章 おわりに 

 本研究で得られた新しい知見は、水害ハザードマップによる水害情報を宅地建物取引業

者が消費者に提供することを義務づけることによって、住宅地、商業地ともに浸水深 3ｍ以

上の地点において、負の影響度合いが有意に強くなったことが確かめられたことである。特

に先行研究では住宅地における水害ハザードマップの公表の効果が認められなかったもの

の、本研究ではその効果が認められた。水害ハザードマップの公表だけでは、消費者にその

リスク情報が十分に伝わらず、宅地建物取引業者に消費者へ提供することを義務付けるこ

とでリスク情報が十分に伝わったといえる。したがって、行政による国民への情報提供の方

法は、そのリスクの程度に応じて情報伝達の強度を高めることが必要である。 

次に、マンションなどの高層建物の用地においては、浸水深０ｍ超（浸水想定区域内）の

場合でも負の影響が住宅地において大きくなる可能性があることがわかった。建物の地階

にある電源設備が浸水した場合に建物の機能が喪失するからである。宅地建物取引業者に

よる消費者への情報の提供が義務付けられてから、消費者の水害情報への反応が浸水深や

建物構造に応じて変化することは、行政の制度や開発業者の開発方針に大きな影響を与え

るであろう。 

今後は、観測期間を延ばすとともに、宅地建物取引業者に対する義務付け後に、対前半期

変動率がマイナスとなるのが何期続くかを見ていく必要がある。商業地よりも住宅地の方

が小さい下落率であることは、住宅地の価格調整が商業地よりも遅いということであれば、

 
4 「都市再⽣特別措置法等の⼀部を改正する法律による都市計画法の⼀部改正に関するまちづくりのため
の開発許可制度の⾒直しについて（技術的助⾔）」国都計第 176 号、令和 3 年 4 ⽉ 1 ⽇ 
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住宅地の価格は長期に下げ続ける可能性がある。  
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付図１ 対前半期変動率の推移（2017 年上半期〜2022 年下半期） 
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付表１―１ 記述統計量 

＜住宅地＞ 

 観測数 平均 標準偏差 最⼩ 最⼤ 
(%)△Price 10,190 0.458 1.344 -10.9 12.2 
Corona 10,190 1.501 3.476 0 22.64 
Flood 10,190 0.844 1.196 0 3 
Doseki 10,190 0.031  0.174 0 1 
Pop 10,190 12.09 1.113 8.223 15.13 
FＡＲ 10,190 167.48 61.59 15 600 
（注）観測数 14,960 には、空地など住宅地及び商業地に該当しないものが含まれる。 

＜商業地＞ 

 観測数 平均 標準偏差 最⼩ 最⼤ 
(%)△Price 4,560 1.178 2.873 -18.8 30.8 
Corona 4,560 1.518 3.391 0 22.64 
Flood 4,560 1.114 1.294 0 3 
Doseki 4,560 0.008 0.093 0 1 
Pop  4,560 12.40 1.140 8.726 16.44 
ＦＡＲ  4,560 433.81 174.44 100 1300 
 
 
付表１−２ ⽔害のダミー変数の地点数 
Flood 住宅地 商業地 
０ 6,230 2,351 
１ 530 260 
２ 2,038 1,131 
３ 1,392 818 
 
 
付表１−３ ⼟砂災害のダミーの変数の地点数 
Doseki 住宅地 商業地 
0 9,870 4,520 
1 320 40 
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付表２−１ DD 推定の推計結果：⽔害・住宅地 （対照群：浸⽔想定区域外の地点、処置
群：浸⽔深 Xm の地点） 
 

  (1) X>0 (2) X>=0.5 (3) X>=3 

浸⽔深 Xｍ× 

処置後ダミー 

-0.0280  

(-0.0532) 

-0.026  

(0.0560) 

-0.1300* 

(0.0758) 

浸⽔深 Xｍ超ダミー 
-0.0411  

(0.1758) 

-0.0359  

(0.1768) 

0.0089  

(0.1763) 

処置後ダミー 
0.0457  

(0.050) 

0.0606  

(0.050) 

0.0679  

(0.0539) 

観測数 10,190 9,660 7,621 

対照群の観測数 619 619 619 

処置群の観測数 400 347 146 

平⾏トレンド検定 
F(1, 1018) =2.09 

Prob > F =0.1490 

F(1, 965) = 3.09 

Prob > F =0.0790 

F(1, 764) = 1.74 

Prob > F =0.1875 

グレンジャー 

因果性検定 

F(6, 429) = 2.34 

Prob > F =0.0302 

F(6, 965) = 2.52 

Prob > F =0.0200 

F(6, 764) = 2.64 

Prob > F =0.0152 

注１）***、**、*は、それぞれ１％、５％、１０％有意⽔準を表す。下表において同じ。 
注２）（ ）内は、クラスター頑健標準誤差を表す。下表において同じ。 

  



16 

付表２−２ DD 推定の推計結果：⽔害・商業地（対照群：浸⽔想定区域外の地点、処置群：
浸⽔深 Xm の地点） 
 

 (1) X>0 (2) X>=0.5 (3) X>=3 

浸⽔深 Xｍダミー 

×処置後ダミー 

-0.1445 

(0.2002) 

-0.2098 

(0.2154) 

-0.5778* 

(0.3221) 

浸⽔深 Xｍダミー 
1.1844*** 

(0.4276) 

1.2464*** 

(0.4349) 

1.6087*** 

(0.4872) 

処置後ダミー 
-0.6629*** 

(0.1764) 

-0.6596*** 

(0.1776) 

-0.7307*** 

(0.1806) 

観測数 4,560 4,300 3,169 

対照群の観測数 234 234 234 

処置群の観測数 222 196 84 

平⾏トレンド検定 
F(1, 455)=  5.62 

Prob > F=0.0182 

F(1,429)=  4.84 

Prob > F =0.0283 

F(1,317) =  2.25 

Prob > F =0.1349 

グレンジャー 

因果性検定 

F(6, 455) =  3.03 

Prob > F =0.0064 

F(6, 429) =  3.21 

Prob > F =0.0043 

F(6, 317) =  1.81 

Prob > F =0.0959 
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付表２−３ DD 推定の推計結果：⼟砂災害（対照群：⼟砂災害警戒区域外の地点、処置群：
⼟砂災害警戒区域の地点） 
 

 住宅地 商業地 

⼟砂災害ダミー 

×処置後ダミー 

0.0526 

(0.1037) 

1.0097*** 

(0.3018) 

⼟砂災害ダミー 
0 

(omitted) 

0 

(omitted) 

処置後ダミー 
0.0296 

(0.0457) 

-0.7386*** 

(0.1257) 

観測数 10,190 4,560 

対照群の観測数 987 452 

処置群の観測数 32 4 

平⾏トレンド検定 
F(1, 1018) =  3.61 

Prob > F = 0.0578 

F(1, 455) =  0.01 

Prob > F =0.9273 

グレンジャー 

因果性検定 

F(6, 1018) =  7.04 

Prob > F = 0.0000 

F(6, 455) = 33.61 

Prob > F =0.0000 
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付表３−１ DDD 推定の推計結果：⽔害（処置群：浸⽔深０m 超、対照群：浸⽔深０ｍ） 
 

 住宅地 商業地 

浸⽔深 0ｍ超ダミー×処置後
ダミー×容積率ダミー 

-0.2820 (0.2959) 0.0395 (0.2717) 

浸⽔深０ｍ超ダミー 
×処置後ダミー 0.0025 (0.0533) -0.1484 (0.1754) 

浸⽔深０ｍ超ダミー 
×容積率ダミー 0 (omitted) 1.7896*** (0.2063) 

処置後ダミー×容積率ダミー -0.3181 (0.2160) -1.2083*** (0.1872) 

浸⽔深０m 超ダミー -0.0555 (0.1765) 0.1798* (0.1005) 

処置後ダミー 0.0001 (0.0013) 0.3288* (0.1813) 

容積率ダミー 0 (omitted) 0 (omitted) 

観測数 10,190 4,560 

対照群の観測数 996 265 

処置群の観測数 23 191 

対照群の観測数（容積率 300%
以上） 

1 1 

処置群の観測数（容積率
300%以上） 

1 1 
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付表３−２ DDD 推定の推計結果：⽔害（処置群：浸⽔深 0.5m 以上、対照群：浸⽔深０ｍ） 
 

 住宅地 商業地 

浸⽔深 0.5ｍ以上ダミー×処
置後ダミー×容積率ダミー 

-0.1260 (0.3124) 0.0169 (0.2896) 

浸⽔深 0.5ｍ以上ダミー 
×処置後ダミー -0.0061 (0.0563) -0.1844 (0.1868) 

浸⽔深 0.5ｍ以上ダミー 
×容積率ダミー 0 (omitted) 1.8135*** (0.2296) 

処置後ダミー×容積率ダミー -0.3197 (0.2160) -1.2114*** (0.1874) 

浸⽔深 0.5m 以上ダミー -0.0552 (0.1770) 0.2132** (0.1068) 

処置後ダミー 0.0686 (0.0502) 0.3396* (0.1824) 

容積率ダミー 0.0013(0.0014) 0 (omitted) 

観測数 9,660 4,300 

対照群の観測数 947 260 

処置群の観測数 19 170 

対照群の観測数（容積率 300%
以上） 

1 1 

処置群の観測数（容積率
300%以上） 

1 1 
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付表３−３ DDD 推定の推計結果：⽔害（処置群：浸⽔深３m 以上、対照群：浸⽔深０ｍ） 
 

 住宅地 商業地 

浸⽔深３ｍ以上ダミー×処置
後ダミー×容積率ダミー 

-0.5283 (0.3956) -0.3299 (0.3846) 

浸⽔深３ｍ以上ダミー 
×処置後ダミー -0.0866 (0.0749) -0.2193 (0.1706) 

浸⽔深３ｍ以上ダミー 
×容積率ダミー 0 (omitted) 2.0509*** (0.3346) 

処置後ダミー×容積率ダミー -0.3055 (0.2186) -1.2501*** (0.1804) 

浸⽔深 3m 以上ダミー -0.0151 (0.1768) 0.3846*** (0.1083) 

処置後ダミー 0.0747 (0.0539) 0.3065* (0.1831) 

容積率ダミー 0.0035***(0.0004) 0 (omitted) 

観測数 7,621 3,169 

対照群の観測数 756 243 

処置群の観測数 9 75 

対照群の観測数（容積率 300%
以上） 

1 1 

処置群の観測数（容積率
300%以上） 

1 1 
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付図２ DD 推定における平⾏傾向のグラフ確認（⽔害・住宅地 / トリートメント 3 以上・
コントロール０,1,2） 
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付図３ DD 推定における平⾏傾向のグラフ確認（⽔害・商業地 / トリートメント 3 以上・
コントロール０,1,2） 
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